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従来技術とその問題点

ガス漏れ警報器等の有用なガスセンサが実用化されている。
一方、近年、居住空間やモビリティ空間・公共空間等のニオイ
への関心が高まっている。体調や疾患と生体ガスとの関係が明
らかになるに伴い、体調管理・ストレス管理のニーズから、呼気
や皮膚ガス検知への関心が高まっている。これらのガス・ニオ
イは、ガス漏れ警報器等とは検知対象とするガス成分が異なる
ため、従来の警報器は適用できない。また、生体ガスやニオイ
は低濃度であるため、高い感度のセンサが必要となる。さらに、
各種使用状況に応じて、持ち運びによる振動、室温の変化、乾
燥、紫外線等への耐性が求められている。加えて、長期間の安
定性、信頼性が求められている。IoT技術との組み合わせによ

るセンサの多数使用も想定されており、低コスト製造も求められ
ている。
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新技術の特徴・従来技術との比較

• ガス・ニオイの検出に向けて、半導体式ガスセ
ンサを開発している。

• 複数の独自セラミックス材料を開発している。

• センサの評価技術・ノウハウの蓄積がある。

• 複数のセンサからなる「マルチセンサ」を用い、
データ解析からニオイを識別する技術を開発
している。

• 水溶液中でのセラミックスコーティング技術を
有しており、複数のセンサ材料を開発している。



4

想定される用途
• ガス・ニオイセンサを開発中の企業との共同研究や
技術コンサルティング、有償試料提供が想定される。

• 産総研が保有する、「ガス・ニオイセンサの開発に
おいて必要な、センサ評価技術やセンサ素子材料
の開発・評価技術」を活用頂くことも想定される。

• セラミックスコーティング技術においては、プラス
チックフィルムや複雑形状部品、反応容器内部、セ
ンサ素子表面、不織布、紙、繊維、金属部品、プラ
スチック部品、CNT等のカーボン材料、バイオ材料

等の表面改質、セラミックスコーティング、親水性・
疎水性制御、反射防止膜形成が想定される。
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実用化に向けた課題

• ガス・ニオイセンサについては、検知対象とす
るガス・ニオイの種類や濃度に合わせた開発
が必要である。個別の使用状況に応じて、共
存するガスの影響も解決課題の1つである。

• セラミックスコーティングについては、個別の
要求仕様に合わせた開発が必要である。コー
ティング膜の密着強度や透明性、膜厚、親水
性/疎水性等が挙げられる。
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企業への期待

• ガス・ニオイセンサを開発中の企業、ガス・ニ
オイ分野への展開を考えている企業には、本
技術の導入が有効と思われる。

• また、プラスチックフィルムや複雑形状部品、
反応容器内部、センサ素子表面等の表面改
質、セラミックスコーティング、親水性・疎水性
制御、反射防止膜形成等を考えている企業に
は、本技術の導入が有効と思われる。
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本技術に関する知的財産権

• 発明の名称：センサ及び構造体

• 出願番号 ：特願2014-138669
• 出願人 ：国立研究開発法人産業技術総合研究所

• 発明者 ：増田 佳丈、伊藤 敏雄、申 ウソク、加藤 一実
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産学連携の経歴

• 2016年-2020年 JST A-Step事業に採択

【セラミックスの高機能化と製造プロセス革新】

「ナノブロック高次秩序化による配向性ナノ構造体の開
発と表面ドーピングによる高機能化」

• これまでに、複数社と共同研究・技術コンサルティン
グ・有償試料提供等を実施
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お問い合わせ先

産業技術総合研究所

知的財産部 技術移転室

ＴＥＬ 029－862－6158

ＦＡＸ 029－862－6159

e-mail aist-tlo-ml@aist.go.jp
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